
はじめに

１９８６年１１月のチンタナカーン・マイ（新思考）の着手により、ラオスは政治面

ではラオス人民革命党による一党独裁を堅持しながら、経済面では社会主義的指令

経済を見限り、市場経済メカニズムを導入・推進するという政経分離主義を採用す

るようになった。ベルリンの壁の崩壊とそれに続くソヴィエト連邦の崩壊の後、首

都ヴィエンチャンは、社会主義の凋落と資本主義の勝利を象徴させるかのように、

自動車が急増し、閉じられていた店舗が営業を再開し始め、街の雰囲気は以前より

も開放的で経済的な活気に満ちてきた。その反面、都市と農村の経済格差が顕著に

なってきたこと、都市部においても貧富の差が拡大してきたことは否定できない。

加えて、短期資本市場をもたないラオスさえもがアジア通貨危機の影響を受けたと

いう紛れもない事実は、ラオス経済の内包する元来の本質的な脆弱性を浮き彫りに

しただけでなく、自給自足的な農業が支配的なラオス農本経済の打たれ強さを再認

識させる契機となった。そのうえ利潤動機で動く民間企業では到底扱えない農村開

発プロジェクトには、不効率と言われ続けた国有企業（SOEs）の存在意義が見直

されもした。市場経済化一本槍の取り組み方を改め、社会主義の理念を再認識させ

たということが、２１世紀のラオスを見るうえで重要な視座となると、筆者は考え

る。

本章では、ラオス経済の現状（第１節）と２００１年党大会で承認された社会経済
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開発計画の概要（第２節）を述べ、最後にグローバル化とアジア通貨危機から得

られた教訓について検討する。

第１節 ラオス経済の現状

１． 第１次・第２次５か年計画

革命後の混乱と天候不順による農業不振は年率４００％を超える激しいインフレを

惹起し、１９７８年には国民生活の安定化のために米自給の達成に最大の目標がおか

れた暫定３か年計画（１９７８～８０年）が実施された。

１９８１年より開始された「第１次５か年計画」において、その資金配分の最大の

優先順位は輸送・通信部門（４１％）および農業部門（２６％）におかれたが、ほと

んど無の状態から出発したこともあり輸送・通信部門の改善には遠く及ばなかっ

た。他方、農業投資は主にヴィエンチャン平野の潅漑事業を含む米の生産増大に向

けられ、１人当たりの米生産（籾）は３８６キログラムへと１９７５年と比べて倍増し、

米の自給達成を現実のものとした。また商業部門の発展（年率１８．４％）も目を見

張るものがあった（表１）。しかしマクロ経済の不均衡、未整備なインフラストラ

クチャー、外国援助に依存する体質等根本的な問題は、第２次５か年計画に持ち

越された。

２． チンタナカーン・マイ

「第２次５か年計画」（１９８６～９０年）が着手された１９８６年は、旧ソ連邦がペレス

トロイカを始めた年で、ラオスもまたこれにならい経済不振を打開するために第

４回党大会において「チンタナカーン・マイ」（新思考）を始めた年であった。チ

ンタナカーン・マイの実践は経済分野に特にあらわれ、「新経済メカニズム」（New

Economic Mechanism---NEM）と呼ばれる社会主義から商品市場への転換を促す

改革路線を生み出した。

新経済メカニズム（NEM）の主な骨子は、（１）公共料金を除く完全な価格自由

化、（２）米の国家独占の終了を含む農業の自由化、（３）国有企業改革、（４）２

大税制改革、すなわち政府職員の賃金を除く支出優先事項の再整理と中央予算なら
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びに、地方予算の一般予算への統合、（５）貿易自由化および関税分類の簡素化、

数量制限および輸出入特別許可制度の撤廃、（６）複数為替レート制の一本化、

（７）二層の銀行制度の設立、（８）法整備拡充、（９）外国直接投資誘致等であっ

た。

３． 金融制度改編

１９８８年以前においては、「ラオス国立銀行」（現ラオス銀行）が同国唯一の銀行であ

り、中央銀行業務を行うと同時に、その支店であるラオス外国貿易銀行（Banque

pour le Commerce Exterieur Lao---BCEL）と全国１６県の支店を通じて商業銀行

業務をも兼務していたが、１９８８年３月の政令および１９９０年６月の「中央銀行設立

法」の制定により銀行制度の抜本的な改編が行われた。これにより、①中央銀行業

務と商業銀行業務の分離、②商業銀行に対する自主経営権の付与と、これを規制・

監督する中央銀行の権限強化、③中央銀行に対する金融政策の実施権限の付与、④

政府・国有企業に対する司令経済的な貸付の禁止、が可能となった。

１９９８年１２月１６日をもって北部３行（Alounmay Bank, Banque Settathirath,

Lane Xang Bank）が合併し、新銀行名をLane Xang Limitedとし、また南部３

行（Nakhonluang Bank, Phak Tai Bank, Lao May Bank）も合併し、Lao May

表１ 第１次・第２次５か年計画の部門別成長率比較計画値および実績値（％）

第１次５か年計画 第２次５か年計画

計 画 値 実 績 値 計 画 値 実績値推定

農 業 ７．３５ ７．２ ９．８５ ３．６

工 業 ７．２０ ７．５ １３．６５ ８．７

輸送・通信 ７．８０ ６．１ １１．３０ １５．６

建 設 ７．１０ ７．１ １２．５５ １１．８

商 業 １０．２０ １８．４ ７．７０ ７．３

その他のサーヴィス N.A. N.A. N.A. ６．４

平 均 ７．００ ７．６ １０．３５ ５．２

出所）Economic and Social Strategy and Planning Office, Ministry of Economy, Planning and
Finance, Confidential Document, Draft of the Third Five Year Plan of the Lao People’s

Democratic Republic, September, 1990. p. 10. および International Monetary Fund, Economic

and Financial Trends in the Lao P. D. R.（Answers to I. M. F. Questionnaire）, Vientiane,
September 1991. p. 25. より作成。
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Limitedとして営業を開始した。結果、「国有商業銀行」（SOCB）は外国貿易銀行

（BCEL）、Lane Xang LimitedおよびLao May Limited の３行体制となった。

ただ、ラオス銀行を中核とした２層体制（Two-tier system）に変更はない。ま

た農業振興銀行（APB）は国有商業銀行の範疇に属さず、「国有専門銀行」（State-

owned Specialized Bank―SSB）と称される。

他方、１９９９年６月２２日Lao-Viet Bankが外国貿易銀行５０％とヴィエトナム国際

開発銀行（BIDV）５０％の合弁銀行として、首都ヴィエンチャンに開設された。結

果、合弁銀行は３行（そのうち２行は政府系、１行VientianeCommercial Bank

は民間）となった。かくしてラオスの銀行制度は、ラオス中央銀行を中核に３国

有商業銀行、１国有専門銀行、３合弁銀行、７外国銀行支店１および駐在員事務所

（Standard Chartered Bank）という体制が確立された（図１）。

さらに１９９９年１０月には中央銀行法が改正され、中央銀行内の組織改編が行わ

れた。これによりCredit Departmentが廃止され、金融政策運営はResearch

Departmentに、日常業務は Operation Departmentに、銀行業務の監督・モ

図１ ラオスの新銀行制度

ラオス銀行
Bank of the Lao People’s Democratic Republic

国有商業銀行３行
（State-owned
Commercial Bank

--SOCB）

国有専門銀行１行
（State-owned
Specialized Bank

---SSB）

合弁銀行３行

（Joint Bank--JB）

外国銀行７支店
＋

駐在員事務所

農業振興銀行（APB） １．Siam Commercial Bank
２．Thai Military Bank
３．Thai Farmers Bank
４．Krungthai Bank
５．Bangkok Bank
６．Ayoudya Bank
７．Public Bank

１．外国貿易銀行（BCEL）
２．北部 Lane Xang Limited
３．南部 Lao May Limited

１．Lao-Viet Bank
２．Joint Development Bank
３．Vientiane Commercial Bank

出所）筆者作成。

駐在員事務所
Standard Chartered Bank
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ニタリングはSupervision Departmentに移管された。しかし局長以上の人事権

は首相に属すため、金融政策運営上の中央銀行の独立性が強化されたとは言い難

い。

中央銀行は、国内の銀行のモニタリングと不良債権の処理に重点を置いた政策を

実施しつつある。国有商業銀行はその創設以来旧国有銀行から受け継いだ国有企業

および協同組合に対する多額の不良債権をかかえており、その金融的健全性を深刻

なまでに害してきた。さらに政府は、銀行管理の強化を含むさまざまな手段を実施

することによって、確実に不良債権問題が再発しないようにすること、金融当局は

間接的貨幣管理および状況の変化に敏速に対応すべく金融政策の適用に関する専門

知識の習得に努めること、インターバンク市場および証券に対する流通市場の構築

が今後求められるところである。

４． 財政構造

建国以来ラオスは財政と貿易の赤字が続いている。この「双子の赤字」は旧ソ連

邦の支援下にあったときよりも旧ソ連邦が崩壊し援助が消滅した１９９０年代におい

てその規模が拡大している。１９８６年のラオスの国家財政は、歳入１８５億３００万キー

プ（kip）に対して歳出がそれを３２％上回る２６５億３，６００万キープにすぎなかった

ものが、１９９８年には歳入が９，２９０億キープ、歳出はそれを１．９倍上回る１兆８，０９０

億キープの水準に達した。１９８６年から１９９８年の期間における歳出の増大幅は６８倍

となり、一方歳入は５０倍に増大した。同期間の財政赤字は、１０９．５倍に増大した

（表２）。この赤字幅の大幅な増大の主因は、公務員に対する賃金・給与支払や移転

支出（年金等）が増大したことにあるが、より深刻な要因として資本支出の増大を

みせたことがあげられる。２０２０年までにLLDC（最貧国）から脱却２することを目

指し食糧自給を達成すべく実施された灌漑投資は、GDPのおよそ５％を超えるほ

どに拡大した。しかし財政資金に乏しい政府は貨幣を増刷することで急場を凌いだ

ためインフレを誘発した。時同じくしてアジア通貨危機が発生したことも事態をさ

らに悪化させることとなった。財政赤字は、無償資金協力と外国からの借入と国内

借入によって補填されている（表３）。

５． 貿易構造

ラオス貿易の特徴は、まず第１に、輸入が輸出をはるかに凌駕している深刻か
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表２ ラオスの国家財政（１９９２年度～１９９８年度） （単位：１０億 kip）

１９９２年度 １９９３年度 １９９４年度 １９９５年度 １９９６年度 １９９７年度 １９９８年度

Ⅰ．歳 出 １６８．１ ２５４．７ ２８９．８ ３６０．７ ４３０．２ ８８６．１ １，８０９

１．経 常 支 出 １０４．９ １２７．１ １４２．７ １６６．０ １９２．２ ２６７．６ ５３９

（１）賃金・給与 ４４．１ ５６．１ ６８．３ ７８．５ ９１．８ １１７．０ １８１

（２）資 材 調 達 ３９．６ ４３．２ ４２．７ ５２．０ ５６．９ ６２．９ １３２

（３）移 転 支 出（年金等） １２．４ １５．４ １８．６ ２３．４ ６９．２ ３０．２ ５９

（４）未 払 金 ６．８ ８．６ １０．９ １０．４ ２９．０ ３８．９ n.a.

（５）退 職 金 ２．１ ３．８ ２．３ １．８ １．０ ０．９ n.a.

（６）国営企業再編

２．資本支出・償却（amortization） ６３．１ １２７．６ １４７．１ １９４．７ ４０２．０ ６１８．６ n.a.

３．資本支出・融資（on-lening） ６５．６ １３１．８ １５０．９ １９９．７ ２４６．８ ６１８．６ １，２７０

Ⅱ．歳 入 １１０．８ １３１．６ １６１．７ ２１２．４ ２２８．３ ３６７．０ ９２９

１．税 収 ８５．９ １０６．７ １３４．７ １７６．０ １８９．６ ２９０．３ ７４５

（１）利 潤 税 ８．６ １１．５ １７．３ ２０．７ ２３．４ ３３．６ ８０

（２）所 得 税 ４．８ ７．２ １０．７ １３．５ １１．５ １９．７ n.a.

（３）農 地 税 １．２ ２．２ １．６ ２．１ ２．５ ３．１ n.a.

（４）事業ライセンス ０．１ ０．１ ０．２ ０．１ ０．２ ０．３ n.a.

（５）取 引 税 １４．３ １９．９ ２７．６ ３３．９ ４０．０ ６２．５ １６０

（６）輸 出 入 税 ２５．１ ３３．８ ３８．７ ４６．７ ５３．３ ５８．３ n.a.

輸 入 税 ２２．０ ２５．７ ３３．８ ４０．６ ４７．０ ５０．８ ９９

輸 出 税 ３．１ ８．１ ４．９ ６．０ ６．３ ７．５ n.a.

（７）物 品 税 ４．４ ５．１ ５．５ １５．５ １７．９ ４９．４ １５７

（８）木材ロイヤリティー ２３．６ ２１．０ ２６．７ ３４．６ ３１．７ ３６．９ ８９

（９）水力発電ロイヤリティー ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ４．２ n.a.

（８）そ の 他（登録料他） １．０ ６．０ ６．５ ８．８ ９．１ ２２．３ n.a.

２．税 外 収 入 ２４．９ ２４．９ ２７．０ ３６．４ ３８．９ ７６．７ １８４

（１）国営企業上納金 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ n.a.

（２）減価償却引当金・配当支払 ４．７ ３．０ ３．０ ５．２ ９．４ ７．１ n.a.

（３）そ の 他 ２２．６ ２６．１ ２７．８ ３１．２ ２９．３ ６９．６ n.a.

国営企業リース収入 ４．９ ４．６ ５．０ ３．８ ４．８ ８．８ n.a.

営業許可・利権収入 ０．６ ０．４ ０．４ ０．４ ０．２ ０．３ n.a.

領空通過収入 ８．４ ７．２ ７．９ ９．８ １０．０ ２９．７ n.a.

利 子 収 入 ４．６ ７．８ ６．８ １０．５ ８．３ １７．５ n.a.

そ の 他 １．８ １．８ ３．９ ６．７ ５．９ １３．４ n.a.

Ⅳ．財 政 収 支（除・無償資金協力） －５７．３ －１２３．１ －１２８．１ －１４８．３ －２０１．９ －５１９．１ －８７９

注）財政年度は１９９２年度より従来の１－１２月を改め、１０－９月に変更。
出所）IMF, Lao People’s Democratic Republic : Recent Economic Developments, Various issues.

Bank of the Lao PDR, Annual Report, Various issues. より筆者作成．
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つ慢性的な赤字構造にある。１９９１年から１９９８年の期間における輸入額は輸出額の

平均１．９倍という高い水準にあった。貿易赤字額は、同期間に２億１，０００万米ドル

から３億７，０００万米ドルの幅に増大を示している（表４）。

第２に、貿易相手国を通貨圏別に見ると、ソヴィエト、東欧諸国といった非交

換可能通貨圏とのバーター取引が、１９８６年に輸出額で２８．４％を、輸入額で５７．８％

を占めていたが、１９９１年ハード・カレンシー決済へ移行したことを受けて、輸入

において１９９２年以降、輸出においては１９９３年以降、タイ、シンガポール、日本、

ヴィエトナム等の交換可能通貨圏が１００％を占めるに至った。

第３に、商品別輸出についてみると、１９８６年における最大の輸出項目は電力で

全体の５４．４％を占め、それに続く木材、コーヒーはそれぞれ１０％、３．８％にすぎ

ないことからも、電力が圧倒的な戦略的輸出商品であったことがうかがえる。しか

し電力輸出のシェアはその後低下し続け、１９９７年には６．６％と最低値を記録した

ものの、１９９８年には１８％にまで持ち直している。すなわち、こうしたことからも

はや「モノ・イクスポート」な電力輸出の時代は終わったとみてよい。

表３ 財政赤字補填方法（１９９２年度～１９９７年度） （単位：１０００万ドル）

１９９２年度 １９９３年度 １９９４年度 １９９５年度 １９９６年度 １９９７年度 １９９８年度

Ⅰ．財 政 収 支（除・無償資金協力） －５７．３ －１２３．１ －１４８．３ －２０１．９ －５１９．１ －８７９

Ⅱ．赤字補填策 ５７．３ １２３．１ １４８．３ ２０１．９ ５１９．１ ３４８

１．純・国内借入 １４．５ ５．２ －５．０ －１８．６ １８．５ １０７．４ －５２

（１）銀 行 －１．３ －１．８ －１０．２ －１５．２ －１３．７ １６３．５ －３９

（２）ノンバンク １．２ ０．０ ３．０ －７．３ －１５．７ ５９．７ －１３

（３）資 産 売 却 １４．６ ７．０ ２．２ ４．０ ４７．９ ３．６ n.a.

２．無償資金協力 ３１．３ ６７．３ ７２．７ ５７．７ ６９．９ １８９．７ ５３２

３．純・外国借入 ２７．１ ５０．６ ６０．４ １０９．２ １１３．５ ２２２．０ ４００

構 成 比（％）

Ⅲ．赤字補填策 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

１．純・国内借入 ２５．３ ４．２ －３．９ －１２．５ ９．２ ２０．７ －１４．９

（１）銀 行 －２．３ －１．５ －８．０ －１０．２ －６．８ ３１．５ －１１．２

（２）ノンバンク ２．１ ０．０ ２．３ －４．９ －７．８ １１．５ －３．７

（３）資 産 売 却 ２５．５ ５．７ １．７ ２．７ ２３．７ ０．７ ０．０

２．無償資金協力 ５４．６ ５４．７ ５６．８ ３８．９ ３４．６ ３６．５ １５２．９

３．純・外国借入 ４７．３ ４１．１ ４７．２ ７３．６ ５６．２ ４２．８ １１４．９

出所）表２に同じ。
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第４に、その一方で、木材輸出は１９８７年以来輸出総額のおよそ３０～４０％を占め

続けているが、丸太に近い木材の状態か、簡単な加工を施した木製品で輸出されて

いる。

第５に、軽工業品の範疇に入るべき縫製品の輸出が１９８９年より突如として始ま

った。こうした背景はタイ企業による直接投資により運営されている企業が、ラオ

スの原産地証明を獲得することで EUへの特恵関税（Generalized System of

Preferences―GSP）の恩典を受けた輸出を促進したことにある。

第６に、国内の工業化が進んでいないため、日用雑貨品のたぐいから燃料、医

薬品、自動車等の輸送機器、機械等の資本財にいたるまで、多種多様の外国商品を

輸入せざるを得ない。

このような構造的入超現象の背後にはいくつかの理由が考えられる。まず第１

表４ ラオスの輸出構成（１９９４～１９９８年） （単位：１００万米ドル）

１９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８

輸 出 総 額１） ３００．４ ３１３．３ ３２１．４ ３１６．９ ３３６．７

税関データ １４７．５ １６６．６ １９５．３ １４２．３ １８１．９

木 材 製 品 ９６．１ ８８．３ １２４．６ ８９．７ １１５．４

丸 太 ４１．８ ２８．７ ３４．３ １６．７ ８７．４

材 木 ４８．５ ５１．５ ７８．７ ６７．４ ８７．４

そ の 他 ５．８ ８．１ １１．６ ５．６ １７．５

コ ー ヒ ー ３．１ ２１．３ ２５．０ １９．２ ４８．０

農・林産品 １２．１ １３．７ １７．８ １８．１ ８．４

工 業 製 品２） ３６．３ ４３．３ ２７．９ １５．３ １０．１

縫 製 品 ５８．２ ７６．７ ６４．１ ９０．５ ７０．２

オートバイ ４６．２ １７．７ １２．５ １７．１ １７．８

電 力 ２４．８ ２４．２ ２９．７ ２０．８ ６０．７

金 再 輸 出 １８．８ ２１．９ １５．２ ４１．５ １．３

外国航空会社による燃料購入 ０．４ ０．４ ０．４ ０．５ ０．６

備

考

輸出総額／GDP （％） １９．５ １７．５ １７．４ １８．３ ２６．７

輸出成長率 （％） ２４．９ ４．３ ２．６ －１．４ ６．３

注）１．上記品目総額と輸出総額との差異はロシア連邦に対する現物支払額の為替レート調整に
よる。

２．縫製品および木材製品を除く。
出所）表２に同じ。
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に、外洋をもたない陸封的地形と絶望的なまでのインフラ未整備の状況が輸出をは

なはだしく阻害する自然障壁として働いている。第２に、タイ経由の輸出には、

寡占輸送会社を利用しなければならずその高い輸送料率がラオスの輸出品の価格競

争力を消滅させている。第３に、農業依存型の産業構造では、市場経済化への転

換を支援する近代的な国内産業部門が未成熟なことから輸入が必然的に増大する傾

向にある一方で、木材、電力、コーヒー、縫製品以外に目立った輸出産品が見当た

らない。第４に、開放化政策の施行による輸入手続きの簡素化および国際貿易へ

の参入障壁の緩和に後押しされる形で、民間部門の輸入が急増し始めている。第

５に、社会主義の崩壊は西側物質文明の流入を阻むことができず、国民の消費多

様化および輸入の洪水を招来している。加えて第６に、医薬品等重要品目の輸入

にあたりそれを取り扱う国有企業に対し、ラオス政府は１米ドル＝４，０００キープの

保護為替レートの適用を容認する恩典を付与している。この実勢レートよりもはる

かにキープ高の為替レートは輸入に相対的に有利に働くため、国際収支の自動調整

作用を相殺している。

かくしてラオスの抱える膨大かつ慢性的な貿易勘定の赤字は、公的移転すなわち

無償資金協力および対外直接投資の流入による補填に加えて、中長期借款すなわち

世界銀行やIMF、アジア開発銀行等からの有償資金協力によって支援されている。

その結果、総合収支は１９８６年以降１９９８年まで黒字を計上しており（ただし１９９０～

１９９２年は除く）、外貨準備高は１９９８年に１億２，２００万米ドルに達している（表５）。

ただこの程度の外貨準備高ではわずか２．２か月分の輸入をまかなえるにすぎない。

６． 外国直接投資

１９８８年に外国投資管理奨励法が施行されて以来１９９９年までに、ラオスへの外国

直接投資は８５２件、登録資本額で５７億９，９００万米ドルに達した。最大の投資国は隣

国タイで、投資総額の５１％を占め、これにアメリカ（２６％）、韓国（１１％）、マレ

ーシア（５％）が続く（表６）。業種別に見ると、電力部門に対する投資が投資総

額の６５％という圧倒的なシェアを占め、これにホテル・観光業（８％）と運輸・

通信業（８％）が続いている（表７）。日本企業の投資件数は３０件の累計（４％）

をもつが、投資額では１％にも満たず、日本企業の本格的な進出には依然至って

いない。ラオスに進出している外国企業５０社に対する筆者の聞き取り調査によれ

ば、ラオスの投資環境は他のASEAN諸国と比べて見劣りがするという結果が得
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られた。ラオスが陸封国であり、輸出入に余分なコストがかかるという立地的不利

に加え、道路等の未整備なインフラや平均８か月も要する投資認可プロセスは、

外国投資家にとって不評をかっており、ラオス政府に対し改善のためのより一層の

努力が求められている。

表５ 国際収支表 （単位：１００万ドル）

１９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８

１
貿 易 収 支
輸 出
輸 入

－１３３
１３３
２６６

－１９１
２４１
４３２

－２６４
３００
５６４

－２７６
３１３
５８９

－３６９
３２１
６９０

－３３１
３１７
６４８

－２１６
３３７
５５３

２ サーヴィス収支（別表参照） ２２ ３５ ３５ ２７ ２５ ２８ ７１

３ 要素所得収支（別表参照） －１ ３ －２ －７ －６ －２１ －３７

４
移 転 収 支
民 間 移 転
公 的 移 転（無償資金協力）

７２
９
６３

１１３
１０
１０４

１３４
１０
１２５

１３１
２２
１０９

１２５
４３
８２

１４０
４３
９７

１２３
４９
７４

５ 経 常 収 支（１＋２＋３＋４） －４１ －４１ －９７ －１２４ －２２５ －１８４ －６５

６ 経 常 収 支（除・公的移転） －１０４ －１４４ －２２１ －２３３ －３０７ －２８２ －１３９

７

資 本 収 支
中長期借款
借款流入額
年 賦 償 還
外 国 投 資
外国直接投資
ポートフォリオ
商 業 銀 行
資 産
負 債

４６
６
７１
－９
９
８
１

－１５
－１６
１

５２
７０
７８
－８
６６
３６
３０
－３６
－４３
７

８６
６５
７３
－８
６０
５９
１
８
－９
１７

１３９
８２
９８
－１５
９５
８８
７
１０
－２
１２

２９４
１３８
１５５
－１７
１７６
１２８
４８
－７
－１６
８

１５４
１６１
１７９
－１８
１０４
８６
１５
１４
２８
－１３

４２
１３１
１５０
－１９
５６
４５
９

－１８
－２３
５

８ 誤 差 脱 漏 －１０ －４８ －４７ －４９ －１３ －１２５ －１２６

９ 総 合 収 支 ５ １１ －１１ １５ ６９ －３０ －１８

付記：経常収支の赤字補填方法

１９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８

Ⅰ 経 常 収 支（除・公的移転） －１０４ －１４４ －２２１ －２３３ －３０７ －２８２ －１３９

Ⅱ 公 的 移 転（無償資金協力） ６３ １０４ １２５ １０９ ８２ ９７ ７４

Ⅲ 中長期借款（有償資金協力） ６ ７０ ６５ ８２ １３８ １６１ １３１

Ⅳ 外 国 投 資 ９ ６６ ６０ ９５ １７６ １０４ ５６

Ⅴ バ ラ ン ス －２６ ９６ ２９ ５３ ８９ ８０ １２２

出所）表２に同じ。
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表６ 国・地域別外国直接投資残高（１９８８～９９年）

順 位 国 名 件 数 ％ 登録資本（米ドル） ％

１ タ イ ２６２ ３１ ２，９３３，８３６，４８８ ５１

２ ア メ リ カ ４６ ５ １，４９０，４２１，７３１ ２６

３ 韓 国 ３９ ５ ６３６，２１４，２５７ １１

４ マ レ ー シ ア ２２ ３ ２８７，３８４，５４７ ５

５ 中 国 ８４ １０ ７４，７０５，３９２ １

６ 台 湾 ３９ ５ ７４，５８７，３３６ １

７ オーストラリア ４７ ６ ４３，５５１，０３４ １

８ ニュージーランド ４ ０ ４２，０６８，５００ １

９ フ ラ ン ス ９４ １１ ４０，２４８，２９８ １

１０ イ ギ リ ス ２０ ２ ２８，２４５，７００ ０

１１ 香 港 ２２ ３ ２７，９３３，１００ ０

１２ シ ン ガ ポ ー ル １７ ２ １９，７５９，３８４ ０

１３ ロ シ ア １６ ２ １９，０４８，７０５ ０

１４ 日 本 ３０ ４ １８，９７９，０８５ ０

１５ カ ナ ダ １４ ２ １８，４５５，４２１ ０

１６ ヴ ィ エ ト ナ ム ２６ ３ １４，０４９，８８６ ０

１７ イ ン ド ネ シ ア ２ ０ ５，２８１，４５５ ０

１８ イ タ リ ア ６ １ ３，３５９，８８０ ０

１９ 北 朝 鮮 １ ０ ３，３００，０００ ０

２０ ス イ ス ５ １ ２，８８０，０００ ０

２１ ド イ ツ １０ １ ２，７６２，９００ ０

２２ ベ ル ギ ー ６ １ ２，７２３，９５２ ０

２３ マ カ オ １ ０ ２，５３４，８５６ ０

２４ フ ィ ン ラ ン ド ２ ０ １，１７９，０６５ ０

２５ オ ラ ン ダ ６ １ １，０１０，０００ ０

２６ イ ン ド ４ ０ ９５４，６００ ０

２７ ス ウ ェ ー デ ン ７ １ ９０４，６７５ ０

２８ ノ ル ウ ェ イ ３ ０ ９００，０００ ０

２９ カ ン ボ ジ ア ２ ０ ７９９，６５０ ０

３０ デ ン マ ー ク ５ １ ３７７，０００ ０

３１ オ ー ス ト リ ア ３ ０ ２１２，０００ ０

３２ ウ ク ラ イ ナ １ ０ ２００，０００ ０

３３ ルクセンブルグ １ ０ ２００，０００ ０

３４ バングラディシュ ２ ０ １５０，０００ ０

３５ チ リ １ ０ １２０，０００ ０

３６ そ の 他 １ ０ １００，０００ ０

３７ ミ ャ ン マ ー １ ０ ５０，０００ ０

合 計 ８５２ １００ ５，７９９，４８８，８９７ １００

出所）ラオス外国投資投資管理局。
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第２節 社会経済開発計画の概要

前節では経済の現状について考察した。第２節では、２００１年に決定された第２

次５か年社会経済開発計画（２００１年－２００５年）の概要を述べ、今後の開発方向を

示しておきたい。

１． 短期計画－第５次５か年社会経済開発計画（２００１～２００５年）

（１）２００５年に向けた主要目標

２００５年の人口を５９０万人、１人当たりGDPを５００～５５０米ドルに引き上げる。年

間GDP成長率は７．０～７．５％の水準を達成する。部門別には農林業４～５％、工

業・ハンディークラフト業１０～１１％、サービス業８～９％の達成を目指す。各部

表７ 業種別投資件数・額（１９８８～９９年）

No 業 種 件 数 ％ 登録資本（米ドル） ％

１ 農 業 ９１ １１ １０９，４８６，９５１ ２

２ 繊維・縫製 ８８ １０ ８０，００７，７３２ １

３ 工業・ハンディクラフト １６４ １９ ３８２，８８８，１３７ ７

４ 木 材 加 工 ３８ ４ １４３，４０８，７４２ ２

５ 鉱業・石油 ３１ ４ １１８，９７６，７８２ ２

６ 貿 易 １２５ １５ ５６，４７９，６３７ １

７ ホテル・観光 ４６ ５ ４６５，４４３，７６７ ８

８ 銀行・保険 １２ １ ５４，１８８，０００ １

９ コンサルタント業 ３９ ５ ６，５４４，５９０ ０

１０ サーヴィス １５６ １８ ５６，１８７，２９８ １

１１ 建 設 業 ３８ ４ ５４，４８４，９２９ １

１２ 運輸・通信 １７ ２ ４８８，５２３，３３２ ８

１３ 電 力 ７ １ ３，７８２，８６９，０００ ６５

合 計 ８５２ １００ ５，７９９，４８８，８９７ １００

出所）ラオス外国投資投資管理局
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門産出がGDPに占める寄与率を、農林業４７％、工業・ハンディークラフト業

２６％、サービス業２７％と推定する。年間インフレ率は１０％以内に押さえ、為替レ

ートの安定化を目指す。財政収入をGDP比１８％に増加させる一方財政赤字幅を

GDPの１５％以下に抑制する。経常収支については同赤字をGDPの６％以下に押

さえる。公共投資はGDPの１２～１４％に、国内貯蓄をGDPの１２％に増大させる。

（２）産業部門別開発戦略

① 農林業

穀物生産と商品作物の生産を増大させ、社会全体に効率的に食糧を供給し、農産

物加工業の原料を提供するための努力を傾注する。

（ア）食糧生産

２００５年には米生産２７０万トンを達成する。雨期作水稲面積６２万haと乾期作水稲

面積を１５万haの総水稲作付け面積を７７万haに増大させる。とくに主要７平野で

は灌漑整備を導入する。加えて４２地域の水田に対し高収量品種を導入しより高い

収穫を達成する。畜産については年当たり４～５％の成長を目指す。畜肉、魚肉、

卵、牛乳については２００５年に総計２０万トンを目指す。

（イ）農林畜産物の商品化

農林畜産物の商品化を促進することに重点が置かれる。政府は、２００５年に黄牛

４４，０００頭、水牛４５，０００頭、天然産淡水魚５，０００トン、角・皮革等３，０００トンの輸

出を計画している。

（ウ）植林と林産物

２００１～２００５年に、７つの戦略地域に対し、１３万４，０００haの植林を実施する。

（エ）焼畑問題

焼畑農業とケシ栽培は貧困削減プロジェクトと並行して２００５年までに全廃を目

指す。土地の利用や生産高についての研究と植林も継続して行う。とくにルアンパ

バーン県、ポンサリー県、ルアンナムター県、シェンクアン県、フアパン県、サイ

ニャブリー県といった焼畑面積の多い地域に重点をおいたプロジェクトでは、焼畑

農民に雇用を与える方策を考えなければならない。

② 鉱工業・ハンディークラフト業

電力、農産物加工、商品生産、鉱業といった潜在能力の高い産業部門が開発され

ていかなければならないが、ハンディークラフト部門もまた重点産業として生産手

段の近代化をおこなっていかなければならない。
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鉱業の年平均目標成長率を１４．７％とする。これには石炭７５万トン（２０００年と比

較した２００５年の成長率１３４％）、鉛８５０トン（同５６％）、石膏５０万トン（同２０５％）

が含まれる。

加工産業の年平均目標成長率を１１～１２％におく。これには動物食糧産業３万

５，０００トン（同１３４％）、ビール産業８０万ヘクトリットル（同１０１％）、ソフトドリ

ンク産業１７１ヘクトリットル（同４９％）、鉄鋼産業１５万トン（同１，１５０％）を含む。

水力発電の年平均目標成長率をおよそ３．７％とする。基礎地質調査や鉱山資源の

発掘調査と並行して、大規模ダム建設による発電能力の拡充と高電圧線の整備をす

すめ、国内のすべての地域に電力を供給できるようにする。ナムトゥンⅡ、ナムグ

ムⅡ、ナムグムⅢの建設を完了し、輸出を始める。

③ 農産開発と貧困削減

農村開発と貧困削減は、各県の郡や村落に特別班を設置し、政治的安定性を増大

させるべく実施されなければならない。政府は貧困の定義を明確にし、国、県、

郡、村落における貧困世帯数の把握、貧困削減計画の策定を行う。

④ 地域開発

地域開発と貧困削減は焼き畑農業やケシ栽培の全廃プロジェクトと共同して行

う。貧困層が多い北部国境地域と南部地域を中心とした地域ごとに貧困削減プログ

ラムが組まれることが望ましい。そのためスタッフの訓練（統計・財政の基礎的知

識の修得）を２００５年までに達成する。

北部開発はケシ栽培や焼畑に替わる商品作物、すなわち畜産、茶、大豆、砂糖、

メイズ、綿等の生産が望まれる。ウドムサイを「特別経済地域」、ルアンナムター

を「自由貿易地域」に設定するための詳細な調査を進めることが提案される。

中部地域は他地域へ供給できる余剰農業生産を達成し、継続して商品生産、工業

地域、トランジット・サーヴィスの中心地となることが期待される。またサワンナ

ケートが「経済特区」に指定されるであろう。

南部地域は食糧安全保障に焦点をあてた開発を行う。同地域はコーヒー、米、大

豆、ピーナッツ、黄牛等の農産物加工の開発に目標をおく。チャンパーサックに

「経済特区」を設置することが期待されている。

２． サーヴィス部門

（１）通信、運輸、建設
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２００５年までにヴィエンチャン特別市から各県につながる舗装道路を完成させる。

南北を結ぶ国道１３号線（サワンナケート＝パクセー間３５km）と国道１号線（ラ

ントイ＝ブンナート）間とポンサワン＝タートム間、タシー＝カムカート間）の建

設継続。東西を結ぶ国道７、８、９、１０、１８b号線の拡充。国道６A号線および６

B号線等々の拡充。

サワンナケート第３メコン架橋を完成させる。またラオス中国国境からルアン

パバーンにいたるメコン川港の整備拡充。国内・国際空港の整備拡充。ヴィエンチ

ャンーノンカイ間の鉄道整備のための資金調達を行う。また衛星サービスと光ファ

イバーを導入した情報通信網を整備し、遠隔教育や情報の普及に役立てる。

（２）貿易と観光

貿易と観光の役割を強化するには、商品生産の奨励と国内流通の改善を助ける効

果的な規制と政策の立法化が不可欠である。ASEAN自由貿易地域（ASEAN

Free Trade Area―AFTA）のメリットを享受するとともにWTOへの加盟を目

指す。メコン川観光ツアーや村落ツアーの促進とルアンパバーンの地域観光センタ

ーとしての機能をもたせることにより、２００５年までに観光客数を毎年１５％ずつ増

加させる。

（３）金融・銀行部門

歳入を２００５年までにGDPの１８％程度に増大させる。また歳出を効率的に管理

し、厳格な財政運営を行うことにより財政赤字をGDPの５％程度に止める。不合

理な補助金は撤廃されなければならない。

マネーサプライを厳格に管理しつつ、その一方で経済成長に必要な流動性は確保

することにより金融システムの持続的な安定に努める。厳格な規則と法律のもとで

外貨の使用を管理することで、外貨準備を効率的に調整する。

（４）科学技術・環境部門

政府は研究プロジェクトを企画し、国の社会経済開発に役立つ調査研究を活用す

べきである。とくに農林業と加工産業の分野に研究開発が適用されることが望まし

い。将来の科学者を生み育てるために、少なくともGDPの１％程度の予算が科学

的研究に投資される必要がある。

３． 対外関係と国際経済協力

（１）外国投資と開発協力
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対外開放政策を推し進めることにより、外国からのより多くの資本流入と技術移

転がもたらされる。２００５年までに無償資金協力１１億米ドルと有償資金協力７～８

億米ドル、総額は１８～１９億米ドルの支援が期待される。

（２）外国直接投資

ラオスの開発の方向性、潜在能力、インセンティブについて広告し、外国からの

直接投資が継続して歓迎される旨を知らしめる。投資を促進するため、規制緩和、

手続きの簡略化、透明化、魅力的な投資環境の構築に努める。主な投資先は電力発

電、軽工業、農産物加工、鉱業などで、２００５年までに１５～２０億米ドル規模になる

と予想される。

４． 人材育成、文化・社会開発

（１）公務員の人材育成

政府は長期的な必要を満たすために、政府職員の質的向上を目指す。２００５年ま

でに修士号取得者４５０人、学士号取得者３，５００人、準学士号取得者７，５００人の体制

を構築する。

（２） 教育

遠隔地や少数民族地域、低開発地域にとくに力をいれた義務教育の普及と職業訓

練校の増設に努める。初等教育就学率と識字率向上は急務。２００５年までに初等教

育就学率８６％、中等教育５２％、高等教育２４％の達成を目標とする。これらの目標

達成のために少なくとも公共投資総額の１２％が教育分野に対し行われる必要があ

る。

（３）保健

家族計画（性感染症とHIVエイズの予防）を推進し、地域の病院や保健センタ

ーを利用したプライマリー・ヘルス・ケアー・サービスを充実させる。２００５年ま

でに平均寿命は６３歳、妊産婦死亡率が１０万人当たり３５０人、５歳未満の乳児死亡

率が１，０００人当たり７０人、ワクチンの摂取率が８０％以上となるよう努める。

（４）スポーツ

２００人の国家代表選手のトレーニング場として総合スポーツセンターを建設す

る。２００９年のSEAゲーム招致に向け、２万人収容の国立スタジアムと室内競技場

をヴィエンチャン特別市に建設する。

（５）情報・文化
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ラオス語や文学の研究に力を注ぎ、メディアを通じて国民に伝統文化の認識を深

めていく。ヴィエンチャン特別市に歴史文化博物館を完成させると同時に、チャン

パーサックのワット・プーなどの歴史的建造物の保存・修復に努める。地方テレビ

局の開局や図書館の増設などによって情報の媒体を増やす。

（６）労働・社会的厚生

２００５年までに短期職業訓練センターを拡充することにより、労働力の質的向上

を目指す。２００５年までに職業訓練を通じて、３０万人の労働者の育成を行い、外国

人労働者数の削減をはかる。

５． 国家行政機能・機構の改善

（１）国家行政機能・機構の強化

行政機関の組織構造が新しい社会環境の変化に応じて変革されていかなければな

らない。省庁間の連絡・調整能力を強化し、業務範囲を明確にする。政策の施行に

おいては地方に権限を与え、適切な人材を中央から適宜派遣することで行政の効率

を図る。

（２）マクロ経済運営

新経済メカニズムの推進にともない、政府のマクロ経済運営は社会主義の方向性

を見失うことなく経済成長を実現できるように補強されていかなければならない。

マクロ経済運営を効率的に行うには、経済データベースを徹底的に改善する必要が

ある。また国有企業は新しい市場経済に適応できるよう、競争力をつけ、効率的な

経営と利益を創出できるように変革していかなければならない。

（３）法律の施行に基づいた国家運営

既存の規則や法律は、新しい環境の変化に応じて再検討され修正される。

（４）投資の方向性

２００５年までの期間に社会経済開発を実行するためには毎年GDPの２５～３０％にあ

たる３２兆５，０００億キープ（４０億米ドル）の資金を調達する必要がある。このうち

公共投資については従来の８つの重点分野を中核に毎年GDPの１２～１４％枠で１４

兆４，０００億キープ（約１８億米ドル）を配分する。１４兆４，０００億キープの公共投資の

うち、４７％に当たる６兆８，０００億キープは国内から調達し、残りの５３％に相当す

る７兆６，０００億キープ（９億５，０００万米ドル）は外国から調達する。１９９６年～

２０００年の５年間と比べると、２００１年～２００５年のそれは５倍に増大した。公共投資
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のうちインフラ整備には８兆５，０００億キープが配分され、これは過去５年間と比

べ４．６倍の伸びを示す。

資本調達のため、国民の貯蓄行動を奨励する必要があるとともに、外貨が我が国

に流入することも必要となる。資本蓄積を高めるには（１）米生産と食糧生産の増

大、（２）国内需要を満たす商品生産の促進（輸入代替）、（３）輸出のための生産

の増大に一層の努力が傾注されなければならない。

なお、ラオス政府は「１９９６－２０００年社会開発計画」において以下の８つの計画

を重点分野に指定した．

（１）食糧生産増強

（２）商業生産増強

（３）焼畑農村安定化

（４）農村開発

（５）インフラストラクチャー整備拡充

（６）外国との協力・関係強化拡充

（７）人的資源開発

（８）サーヴィス業振興

６． 計画実施要項

（１）第５次５か年社会経済開発計画実施後は、国家計画委員会が計画内容の推

敲の任に当たり、特定のプロジェクトを推進し達成するために、関係組織、地方政

府に権限を付与する。

（２）各省庁、ヴィエンチャン特別市、県、特別区が、本社会経済開発計画をそ

れぞれの部門や県において実行し、改良していく責任を負う。

（３）マクロ経済運営に関し、国家計画委員会、大蔵省、商業省、中央銀行、外

国投資管理局、協力投資委員会、国内投資局が、マクロ経済の課題を詳細に把握す

べく、合同で「マクロ経済研究部」を新設する必要がある。

（４）投資管理については、プロジェクトの質と効率性によって評価される投資

効率が強調される必要がある。

（５）地方の政治的安定性を確保し、総合農村開発や貧困削減計画を推進するた

めに、地方分権が推進される必要がある。

（６）本計画を推進するうえで必要な質の高い人材を幅広く育成していくことが
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肝要である。

第３節 グローバル化とアジア通貨危機からの教訓

１． セーフティー・ネット産業構造

GDPに占める農業産出の割合が、１９８６年の６６％から１９９８年には５２％へ縮小し、

その一方で工業部門が１５％から２２％へ、サービス部門もまた１９％から２５％へ拡

大している。一方、農業人口は１９８０年のおよそ９０％から１９９５年には８６％へ減少

しているものの、依然として非常に多くの人々が農業を生業としている。またラオ

スの総人口の８３％を占める人々が農村地域に居住しているという事実とあわせ、

農業従事者の数の割に農業所得が相対的に小さいという事実は、農業に対する所得

分配が小さいこと、すなわち農業従事者が相対的に貧困であること、また都市と農

村の所得格差が大きいことを意味する。このことはラオスが現在直面している問題

は社会主義計画経済から市場経済への移行に伴う過渡期の諸問題だけではなく、依

然として生活水準の低い貧困からの脱却を目指す必要性を物語っている。

ところが、１９９７年に発生したアジア通貨危機は資本市場をもたないラオスをも

直撃したが、その被害は賃金労働者の多い都市部門に比べて農村部門への影響は相

対的に軽微であり、また販売の比重を外国市場に置く林業部門よりも自給自足的な

農家経済への影響の方が軽微であったことから、農業の重要性が再認識されたこと

は、アジア通貨危機から得られた教訓である。

２． 為替レートの暴落

１９８９年から１９９７年半ばまで為替レートが１米ドル＝７２０キープの水準で安定化

し、パラレル市場レートとの格差が２％以内に落ち着いていた。この間の為替レ

ート安定化の最大の要因は、IMFによる「構造調整援助」（StructuralAdjustment

Facility---SAF）および「拡大構造調整援助」（Enhanced Structural Adjustment

Facility---ESAF）による外貨準備支援があったからであると推測される。構造調

整援助（SAF）は１９９０年から始まり１９９２年までの３年間に実施され、これに引き

続き拡大構造調整援助（ESAF）が１９９３年から１９９７年半ばまで実施された（表
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８）。１９９５年の後半から外貨繰りが厳しくなってくると、為替レートは１米ドル＝

８４１キープに下落し、翌１９９６年には９４９キープへとより一層下落した。アジア通貨

危機が発生した１９９７年７月に、ESAFも終了し、最も外貨が必要な時期に国際機

関からも外国政府からも支援を受けることができなかった。パラレル市場レートは

表８ 対ラオス IMF SAF/ESAF ローン （百万 SDR）

承 認 日 引 出 完 了 日 承 認 額 引 出 額

SAF １９８９年９月１８日 １９９２年９月１７日 ２０．５１ ２０．５１

ESAF １９９３年４月６日 １９９７年７月５日 ３５．１９ ３５．１９

出所）IMF, the Lao People’s Democratic Republic−Staff Report for the 1997 Article IV Consultation.

表９ 対ドル為替レート（月平均）

Kip＝US$
パラレルレート 公定レート 外貨準備高 DSR（％）

備 考
買 売 買 売 １００万$ 輸入可能月数 GDP比 輸出比

１９９３ １月 ７２３ ７２９ ７１６ ７１８ １５０．９ １．８ ３６．０ ４．０ ４月ESAF開始

１２月 ７３０ ７３７ ７１６ ７１８

年平均 ７２４ ７３２ ７１６ ７１８

１９９４ １月 ７３０ ７３５ ７１６ ７１８ ６１ １．３ ３８．２ ３．３

１２月 ７２６ ７３３ ７１８ ７２０

年平均 ７２３ ７３０ ７２７ ７２９

１９９５ １月 ７３０ ７３８ ７１８ ７２０ ９３ １．９ ３７．７ ５．７

１２月 ９３６ ９４３ ９２０ ９３０

年平均 ８４１ ８５８ ８１６ ８２１

１９９６ １月 ９３８ ９４８ ９２２ ９２８ １６７ ２．９ ４３．５ ５．８ 灌漑プロジェク
ト開始１２月 ９７８ ９８３ ９３５ ９４３

年平均 ９４８ ９５５ ９２３ ９３０

１９９７ １月 ９９０ ９９８ ９６１ ９６６ １６３ ２．５ ５５．９ ８．９ ７月ESAF終了
アジア通貨危険
発生

１２月 ２，０６０ ２，１０５ ２，０１５ ２，０２３

年平均 １，３３２ １，３６９ １，２５７ １，２６２

１９９８ １月 ２，４３８ ２，４９３ ２，４０４ ２，４１４ １１４ ２．５ ８７．６ ８．４

１２月 ４，５１６ ４，６２８ ４，１８０ ４，２５０

年平均 ３，４９７ ３，６２４ ３，２８２ ３，３１２

１９９９ １月 ５，０６７ ５，２３１ ４，２７５ ４，３３３

９月 ８，６３９ ８，８３２ ８，０２４ ８，１６３

出所）表２に同じ。
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１９９８年に１米ドル＝３，４９７キープへ下落し、１９９９年６月には９，６９７キープへ暴落

し（表９）、１９９７年１月と比べて１０．１倍という下落幅はインドネシアルピーにほぼ

並ぶ大幅な下落率であった。ラオス経済はタイ経済と密接な関係を有しているため

にタイ・バーツの下落はラオス・キープの下落へと直結する傾向は強いものの、こ

の間のバーツの下落率が最大２．１倍にすぎないことを鑑みると、１０．１倍も下落した

キープには通貨危機の影響以上に他の要因が作用したと考えるのが妥当であろう。

一つには、１９９６年より開始された灌漑プロジェクトはGDP比５％を超える大型

投資プロジェクトであったが、軽率にも未締結のESAFⅡの資金供与を当てにし

て着手されたものであったということである。しかしながら１９９７年にIMFとの間

表１０ 金融指標 （単位：１０億 kip）

１９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

１．純・外国資産 ２３ ３７ ７３ ５９ ７８ １５６ ２５０ ４９８１，２６６１，５２６

外 国 資 産 ６１ １０８ １１４ １７７ ２６６ N.A. N.A. N.A. N.A.

外 国 負 債 －２４ －３５ －５５ －９９－１１１ N.A. N.A. N.A. N.A.

２．純・国内資産 ２９ ４０ ５３ １０７ １１５ ８９ １５６ ３６８ ２７８ ７２５

国 内 信 用 ４４ ５６ ７５ １２９ １５７ １５０ ３６２ ７０４１，０４５１，４４１

純・対政府融資 －１ １ －９５ １３ １ －４３ ３３ １７１－２７２－４２０

非政府部門 ４５ ５６ ８４ １１６ １５７ １９３ ３３０ ５３３１，３１７１，８６１

対国営企業 ２４ １８ １８ １７ ２８ ３７ ６９ ７４ ４４５ ６４３

対民間部門 ２１ ３８ ６６ ９９ １２９ １５６ ２６０ ４５９ ８７２１，２１８

そ の 他 －１６ －１７ －２２ －２２ ４２ ６０－２０７－３３７－７６７－７１６

３．流動性（M２：ブロードマネー） ５１ ７７ １２６ １６６ １９３ ２４５ ４０６ ８６６１，５４５２，２５１

M１（ナローマネー） ２８ ３５ ５２ ６１ ６７ ７６ ８０ １６９ ３１７ ５３９

現 金 ２３ ３３ ３９ ４２ ４３ ５３ ６３ N.A. N.A.

当 座 預 金 １２ １９ ２３ ２５ ３３ ２７ １０６ N.A. N.A.

定期性預金 ４ １０ ３０ ４６ ４４ ７０ ９６ １１６ N.A. N.A.

外 貨 預 金 １９ ３２ ４３ ５９ ８２ ９９ ２３０ ５８１１，２２７１，７１２

４．流動性増加率（％） ６４．４ ３１．９ １６．５ ２６．８ ６５．７１１３．３ ７８．４ ４５．７

５．各目国内総生産（１０億 kip） ７２２ ８４４ ９５１１，１０９１，３９５１，７１０２，１７４４，１５９４，２６０ N.A.

６．［M１／各目国内総生産］％ ４ ４ ５ ６ ５ ４ ４ ４ ７ N.A.

７．［M２／各目国内総生産］％ ７ ９ １３ １５ １４ １４ １９ ２１ ３６ N.A.

８．物価上昇率 １３．４ ９．８ ６．３ ６．８ １９．４ ７．３ ２６．４１４１．９ ９０．１ N.A.

出所）表２に同じ。
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でESAFⅡ協議が決裂したため、灌漑プロジェクトはその充当資金基盤を失うこ

ととなった。そしてアジア通貨危機が発生し、タイの輸入需要が減退し、ラオスの

タイへの電力・木材輸出が大幅に減少し、危機的状況にある外貨準備高をさらに一

層深刻なものにした。１９９８年に１４１．９％、１９９９年に９０．１％を記録する狂乱物価の

主因は、１９９７年６５．７％、１９９８年１１３．３％、１９９９年７８．４％というマネーサプライ

の急増であることは明確である。現在ラオス銀行はマネーサプライの増加率を年率

２０％以内に押さえる目標を置くとともに、高利子の財務省債券を発行することに

より市中の流動性を吸収しインフレの沈静化に精を出してきた（表１０）。しかし国民

は法律では禁止されているもののキープと米ドルとバーツの３通貨を日常生活に

おいて使用しており、また銀行預金総額に占める外貨預金はおよそ８割にも上っ

ている。加えてアジア通貨危機以後のバーツ下落により米ドルへの選好が強まり経

済のドル化現象が急速に進んでいる。こうした状況下における政策当局の金融政策

は限定的な効果しか持ち得ないという苦しい現実と常に向き合わなければならな

い。

３． 国有企業民営化プログラム

１９８９年末時点において、国有企業部門はおよそ６４０社から構成され、その４分

の３近くが製造業を、残りは建設業、電力業および鉱業を担っており、事実上す

べての近代工業部門を支配していたといっても過言ではない。しかしながら市場メ

カニズムの導入を急ぐ世界銀行・IMFの強力な指導のもとに、これら６４０社の国有

企業は、２００２年１月現在で３４社へと激減した。ラオスの国有企業の実に９５％が合

弁やリース、完全売却のいずれかの形態で民営化されてしまった。

ところが、アジア通貨危機の影響をもろに受けたラオスは、市場経済化一辺倒の

やり方では社会の安定を保つことが難しいという認識をもつようになってきた。山

岳農村の開発は利潤性が低いため民間セクターではとても扱えない。また依然とし

て未整備な輸送網整備、内陸水運、通信網、電気等のインフラストラクチャーを整

備していくことはラオスの後進性を改善するうえで特に重要な課題であり、軍営山

岳開発公社（ボリサッド・パタナ・ケート・プードイ）をはじめとする国有企業が

その経営効率を改善させるという条件付きで、引き続き重要な担い手となり得る。

従来のような国有企業の民営化を一方的に急ぐ方針を改め、社会主義への途上、国

有企業と協同組合の効率性を重視しつつその役割を拡大していくという考え方に変
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わってきた。

４． AFTA対策

アジア通貨危機は小国ラオスをグローバル・エコノミーという資本主義の巨大な

うねりのなかへと巻き込んだ。この経験から得られた教訓は、地域経済協力として

の「ASEAN自由貿易地域」（AFTA）や国際協力としてのWTOへの加盟がかえ

って貧困や格差拡大を生み出し、今後の不安定材料となる危険性をはらんでいると

いうことである。

ASEAN加盟には当初さまざまな便益が期待されたが、加盟と時同じくして発生

したアジア通貨危機は外国民間投資を前年比８８％も激減させ、１２８％の高インフ

レは危機以前の１０倍の為替レートの暴落をもたらした。これに歯止めをかけるに

足る十分な外貨準備を持ち合わせていないラオス政府は再三にわたりIMF等国際

機関や日本等先進諸国に借款の要請をするが、支援の手が差し伸べられることはな

かった。ASEAN加盟は、AFTAの構築に向けた「共通実効特恵関税」

（Common Effective Preferential Tariff---CEPT）と呼ばれる関税引き下げスキ

ームの実施に参加・協力しなければならない負担を与えている。旧ASEAN加盟

国はこの３０年間に輸入代替工業化と輸出促進工業化の段階を経て工業化に一応の

成果を収めてきた一方、新加盟国は社会主義から市場経済への移行過程の最中にあ

る。これから工業化に挑もうという初期段階で、現行の関税率を０～５％へ「段

階的に」とはいえ引き下げることは、関税を武器にした産業政策が実施したところ

でもはやそれほどの効果を持ち得なくなるだけでなく、関税収入の減少（１９９６年

に租税収入の約２５％を占有）という財政問題を引き起こすうえ、激しい国際競争

にさらされる結果として国内産業が次第に衰退・淘汰される可能性を生み出してい

る。ラオス政府は、「共通実効特恵関税」（CEPT）スキームの国家財政への直撃を

回避するため、抜本的な租税改革を実施することで自己防衛に乗り出している。租

税改革の中身は、輸入関税収入の減少に対処すべく取引税（Business turnover

tax）および物品税（Excise tax）の拡充を中核に据えた補填戦略がとられている

点にある。実際のところ、ラオスのASEAN加盟２年目にあたる１９９８年度の租税

収入をみる限りにおいては、輸入関税収入もこれを含めた税収もまた減少するどこ

ろか逆に増大を示している。関税引き下げの実施の有無に関わらず、輸入品には取

引税と物品税が賦課されるため、輸入の増大は租税収入の増大に直結する仕組みと

第７章 移行経済国ラオスの現状と課題
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なっており、絶対的にも相対的にも大きな租税収入を構成することになる。これが

小国ラオスが選択した自己防衛手段である。

おわりに

他の社会主義諸国と比べると、ラオスの社会主義国としての経験は１９７５年以来

の非常に短い期間であるというのが一般的にもたれている認識と思量されるが、イ

ンドシナ共産党ラオス支部の結成は１９３４年のことであり、これが改組されたラオ

ス人民革命党は１９５５年の結成であることから、ラオスはおよそ７０年の社会主義の

経験を有する。ラオス政府の核となるラオス人民革命党政治局員の多くが、抗仏、

反米帝国主義・植民地主義闘争を勝ち抜いてきた歴史を背負って社会主義革命を実

現してきた反骨の軍人から構成されていることを忘れるべきではない。彼らが真性

社会主義者であるかどうかは疑わしいところであるが、グローバル資本主義に対峙

するカウンター・バランスとしての社会主義を堅持することがむしろ国家の社会・

経済的安定に寄与するという認識が、１９９０年代の国際機関主導の経済改革とアジ

ア通貨危機から得られた反面的教訓であるといえよう。

（鈴木基義）

（注）――――――――――――
１
最初の外資系銀行（Siam Commercial Bank）の支店は１９９２年１２月に業務を開始し、１９９３年に

は４行の新たな外資系銀行（Thai Military Bank, Thai Farmers Bank, Krungthai Bank,

Bangkok Bank）の支店が、そして１９９４年には１行（Ayoudya Bank）が後に続いた。合弁銀

行（Vientiane Commercial Bank）も１９９３年に設立され、その資本のうち２５％はラオスの個人

投資家により、７５％は外国人投資家により出資された。最後に、新たな国有銀行（Agricultural

Promotion Bank---APB）が１９９３年７月に開行し、農業部門への貸出業務を開始した。１９９４年末

現在で、８行の国営商業銀行と、２行の合弁銀行とタイの銀行の６支店が営業されていた。
２
２００１年現在で４００ドルに満たない一人当たりGDPを２０２０年に１，５００ドルに引き上げる。
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【Appendix１】中期計画－２００１～２０１０年社会経済開発戦略

２０１０年の人口を６７０万人と想定し、１人当たりGDPを７００～７５０米ドルの水

準に到達させる。このためには年当たり７％のGDP成長率を達成させる必要

がある。１５歳以上の識字率を８４％に、平均寿命を６７歳に到達させることを目

標とする。マラリアや下痢のようなウイルス性疾患を減少させることも重要な

目標である。

２０２０年の長期目標を達成するためには、２００１年～２０１０年までの１０年間の中

期開発戦略が重要性を帯びてくる。ラオス政府は農業生産の増大と貧困問題の

解決、基幹産業の確立を柱にした１０か年開発戦略を以下のように定める。

（１）輸入代替産業の促進によって外貨の節約を実現し外貨準備高の増加をは

かる。

（２）水力発電や高速道路建設といったインフラ整備の拡充

（３）金融市場の設立にむけたフィージビリティー・スタディーの実施

（４）初等教育や職業訓練システムの普及

（５）法律と規制による行政組織効率の向上

（６）ASEAN加盟国を中心とした外国貿易と投資の促進

【Appendix２】長期計画－２００１～２０２０年社会経済開発戦略

２０２０年の人口を８３０万人と予測し、１人当たりGDPを１，２００～１，５００米ドル

の水準を達成する。１５歳以上の識字率を９０％に、平均寿命の７０歳を達成させ

る。これらの目標を実現するためには年平均７％のGDP成長率が達成されな

ければならない。年間総投資がGDPの２５～３０％、うち公共投資が国内総生産

の１２～１４％、民間投資が１３～１６％となることが望まれる。また国内貯蓄は

GDPの１５％を目標とする。目標実現のためには人的資源の開発、基礎インフ

ラの整備、WTO加盟に向けた努力などが不可欠である。

持続的開発に留意しながら社会経済開発をすすめる。人的資源、天然資源を

生かした開発を目指し、所得の公平な分配を保証する。政治が主体的に関わる

開発を行い、行政の効率化と国家の防衛も同時並行的に行う。

第７章 移行経済国ラオスの現状と課題
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